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研究成果の概要（和文）： 
 出生率の歴史的な推移を説明するために次の 2 つの分析を行った。第 1 に、性差を組み込ん
だ二部門世代重複モデルを構築した。従来のモデルでは評価するのが難しかった様々なショッ
クの効果などについての分析が可能になった。第 2 に、長期的な出生行動の変遷についてマク
ロ・データとミクロ・データの両方と整合的な経済成長モデルを構築しシミュレーション分析
を行った。(i)出生率の逆 U 字型の推移、(ii)前近代において成立していた家計間の所得と子ど
も数の正の関係が現代において消滅したことなどを再現することができた。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
 I have conducted the following two analyses on the historical fertility transition. 
First, I have developed a two-sector overlapping-generations model with gender 
heterogeneity. In contrast to existing models in the literature, the model is tractable 
in incorporating various shocks and assessing the effects of them. Second, I have 
developed a growth model explaining both micro evidence and macro evidence on the long-run 
fertility behavior. The simulated model replicates the fact that (i) the average fertility 
rate exhibits hump-shaped dynamics and (ii) there was a positive association between 
income and fertility across households in the pre-industrial era, whereas a clear 
association does not exist, positive or negative, in the modern era. 
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１． 研究開始当初の背景 

 
現在先進国と呼ばれる国々は、19 世紀以降、

急速な経済成長に伴い、趨勢的な出生率の低

下を経験してきた。近年では多くの先進国に
おいて少子化が問題視され、少子化対策の必
要性に対する議論が活発に行われている。 

少子化対策を行うことが望ましいかどう
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かは別として、実際に少子化対策が必要にな
った場合に有効な対策を行うには、出生率低
下のメカニズムを正しく理解する必要があ
る。また、少子化問題に限らず、人口構造は
経済に大きな影響を与えるので、中長期的な
経済政策を考えるにあたっては、将来の出生
率の推移に関して精確な予測を行うことが
求められ、そのためにも出生率の変化の背後
にあるメカニズムを把握することは重要な
研究課題である。  

このような目的意識の下、近年では出生率
を内生化した経済モデルの構築が国内外を
問わず活発に行われており、本研究もそのよ
うな分野の一研究として位置付けることが
できる。 
 
 
 
２． 研究の目的 
 
 本研究の目的は、出生率の歴史的推移を、
質的な説明だけではなく、量的な説明も可能
であるような経済成長モデルを構築するこ
とである。 

実際にモデルの将来に対する予測の精度
を測るには、将来の出生率が明らかになるの
を待たなければならないが、出生率の決定に
普遍的な要因があるとすれば、そのような要
因を正しく捉えた理論モデルというのは、あ
る程度長期的な過去の出生率の推移に対し
ても説明力があるはずである、というのが本
研究の動機付けである。 
 
 
 
３． 研究の方法 
 

家計の最適化行動を明示的に組み込むこ
とにより出生率を内生化した経済モデルを
用いて分析を行う。  
本研究では、解析的な結果を導出するだけ

ではなく、歴史的なデータを用いてモデルの
カリブレーションやシミュレーションを行
うことで、過去において現実に観察された出
生行動をモデルがどの程度説明することが
できるのかを検証し、特定のメカニズムの量
的な貢献を明らかにする。 
 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 性差を取り入れたモデル 
 

Kimura and Yasui (Journal of Econnomic 
Growth vol. 15, no. 4, 2010, pp. 323-361)
を多期間化した Kimura (KIER Discussion 

paper series 764, 2011)のモデルをベース
として分析を行った。具体的には、性差を組
み込んだ二部門世代重複モデルを多期間化
し、さらにパラメータの時間を通じた変化を
可能にしたモデルを用いた。これにより、出
生率の変動に影響を与えうる幅広い要因を
モデルに取り込むことができるようになっ
た。 
従来のこの分野の研究では、幼少期、若年

期、老年期からなる 3期間モデルを用いるこ
とが多く、シミュレーションを行う際には、
1 期間をある程度長い期間にする必要があっ
た。そのため、短期的な外生的要因が出生率
に与える影響を量的に評価することが困難
であった。今回の研究によって、一時的なシ
ョックや外生パラメータの変動などを考慮
に入れた分析を行うことができるようにな
った。図 1は、戦争による男性労働力人口の
変化や養育費の変動などを取り入れて出生
率のシミュレーションを行った例である。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 

 
 
このような成果があった一方で、モデルの

複雑化や外生変数の増加による計算量の急
増に対応するために、シミュレーションやカ
リブレーションを行う際に以前よりもアド
ホックな仮定を多く置くことになってしま
った。また、長期的なデータを手に入れるこ
とができる国が少なく、当初予定していた国
際比較を行うことができなかった。 
上述のように残った課題は多いが、多期間

モデルを使うことによって、ライフサイクル
における出産のタイミングなど、いくつかの
興味深い問題について分析することが可能
になるため、今後も精力的に研究を進めてい
きたい。 
 
 
 



(2) 公共政策を取り入れたモデル 
 
 前近代から現代にかけてのイギリスの出
生行動の変遷について、マクロ・データとミ
クロ・データの双方と整合的な経済成長モデ
ルを構築した上で、シミュレーション分析を
行った。 

モデルは、公共政策を取り入れた世代重複
モデルであり、前近代からの現代までの長期
に渡る出生率の推移と同一社会内での所得
と子どもの関係の変化を公共政策の存在と
その変化によって説明するものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 3 

17 世紀から現在までのイギリスの歴史デ
ータを収集し、それを用いたカリブレーショ
ンとシミュレーションを行った結果が図 2と
図 3 である。図 2 が示しているのは、実際の
出生率の推移と公共政策と取り入れたモデ
ルの出生率シミュレーションの結果である。
公共政策の変動を取り入れることで出生率
の変動の説明力が上昇していることがわか
る。図 3 が示しているのは、モデルから得ら
れる所得と子ども数の関係の変遷である。所
得と子ども数の間の関係が時間とともに変
化していくことを確認できる。 
これら 2 つの図から明らかなように、(i) 出

生率の逆 U 字型の推移、(ii) 前近代において
成立していた家計間の所得と子ども数の正
の関係が現代において消滅したことなど、実
際にイギリスで観察された事実と整合的な
結果をモデル分析によって得ることができ
た。 
 これらの結果を論文としてまとめ、ディス
カッションペーパーとして発表した（論文
②）。 
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